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効率性

所
管

都市づくり部

年度

委託内容
なし

回実施回数 12

事業内容

委託の有無

事業目的

活動指標
-

空き家等の適切な管理、利活用を促進するため、空き家等に関する様々な相談に対し専門的な助言を行い問題解決を図
る。

850

0

12

空き家に関する相談に対して、専門的な助言、提案を行う。
全部委託

区内の空き家所有者に対し、宅地建物取引士、建築士、弁護士及び司法書士の各専門家が一度に相談に応じ、分野に応
じた適切なアドバイスを行うことで、様々な視点から空き家等に関する問題解決を図る。

補助金の有無

9,748

長期総合
計画体系

 [基本目標]

区内に空き家等を所有する者

平成

年度[終了予定]

 [小　　柱]

〔法令等名〕

Ⅱ-１．個性を活かしたまちづくりの推進

 [施　　策]

事業区分

相談

平成２８年度　事務事業評価シート

（３）住生活の安定の確保及び質の向上

東京都台東区空き家等の適正管理に関する条例等根拠法令等

事業対象

事務事業名 空き家等に関する総合相談窓口

　

住宅課

行政計画 事業NO. 93 計画事業名
事業の開始・終了年度

空き家ストックの適正管理及び有効活用の推進

事
務
事
業
の
概
要

　

[事業開始]

②良質な住宅・良好な住環境の整備促進

条例・規則

手段の適切性

事務事業コスト

(単位：千円)

［評価の理由］（区民生活への影響を十分考慮すること）

相談者数の実績は減少傾向にあるが、空き家等の問題解決につながる専門的相談事業であ
ることから、需要の動向に応じて、効率性を考慮した運営形態に改善していく。

2
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

相談件数が減少傾向にあり、需要の動向を見極める必要がある。

改善

評
価
結
果

広報やチラシ等による周知を行い、実績の向上を図る。

3 空き家の相談内容は、複雑な権利関係に及ぶこともあり、建築士、宅地建物取引士と弁護士あるいは司法書
士という体制で対応することは適切である。

3

財源項目

(単位：千円)

必要性

前回評価から
改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

ツイッターやＣＡＴＶを利用した事業の周知を行った。

-

10,535

-

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

30

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） -

今後の方向性

10,500

10,500

26

-

0

10,535

30 13

0

875

0

9,624

0

目的達成度

２６年度 ２７年度

787

787

成果指標
相談件数

-　人にかかるコスト（人件費など）

相談者が少ない月もあるため、周知方法などに改善の余地がある。

事
務
事
業
の
実
績

-

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

目標値

12

-

-

種　別 指標の名称 (単位)
（２９年度）

２５年度

件

　決算額　　(単位：千円) -


